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がけ崩れ災害対策における住民の
意思決定に至るパス解析
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of the Inhabitants against the Landslide Disaster
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Abstract

 　The purpuses of this study are to investigate risk perception and decision making 
of inhabitants against landslide measures in Yokosuka City, Kanagawa Pref. where steep 
sloping land were developed as residential zone and large number of landslide disasters 
have been observed around Kanto Area.
 In order to clarify them, questionary surveys have been implemented to ３,８００ 
householeds. In this survey, firstly information about landslide risk based on past 
recored disasters in the districts is shown to inhabitants. Secondary alternative measures 
to clarify the decision making process which led to landslide measures practice every 
three attributes, below average income, more than average income, and whole 
respondent by pass analysis. As a result, pass analysis shows that (a) The process to 
lead to evasion intention in below average income group are different from more than 
average income group. Especailly risk acceptance is the key factor to decide evasion 
intention. In below average income group, it means trust to attitude of public sector, on 
the contrary risk acceptance means zero risk thinking in more than average income 
group. Inverse correlation is observed between risk acceptance and evasion intention in 
both groups. (b) Envasion mesures are supposed to be established based on considering 
differences of the intention to implement evasion mesures and effects of risk 
acceptance. In both groups, supports of decision making in protection of steep sloping 
land mesures is essential. (c) It is clarified that making incentives to removal of their 
housing and casual insurances are required for below average income group, meanwhile 
expanding present subsidis to control landslide is important for more than average 
income group with enlightenment not to be zero risk thinking.
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１． はじめに
　国土交通白書によると，近年局所的豪雨の増加
に伴い土砂災害の発生件数は，昭和５３年～昭和６２
年の１０年間の年平均７８３回，昭和６３年～平成９年
の１０年間の年平均で８３７回，平成１０年～１９年の１０
年間の年平均で１１４４回と増加傾向にある１）。土砂
災害は，昭和４２年～平成２３年の自然災害による死
者・行方不明者数の４１％を占め，中でもがけ崩れ
災害の発生件数は群を抜いて多くなっており２，３），
今後気候変動に伴う降水量の増加や降雨現象の極
端化に伴って，都市近郊の丘陵住宅地域でも多く
のがけ崩れ災害が発生すると予想され，対策の社
会実装は急務であると考えられる。
　これまでのがけ崩れ対策に関する研究は，大き
く２つに分けることができる。第一に，土砂災害
の発生リスクを予測する研究であり，矢野４）が土
砂災害発生を実効雨量から算出している。寺田・
中谷５）は実効雨量に水が失われる時間（半減期）
を組合させた危険度評価を行っている。しかし，
上記の論文は広域に適用できる利点がある反面，
実際の土砂災害発生域よりも広域な範囲を危険域
として判定する傾向があるため，川越ら６）は，土
砂災害の発生と降雨や地形・地質に関するパラ
メータを統計的に分析する土砂災害発生モデルを
作成した。そして，三隅ら７）は，自然斜面の崩壊
ではなく，都市域で多く発生する軽微な斜面崩壊
に対応した簡易的な土砂災害の発生評価方法を提
案した。第二に，土砂災害防止法に関連して，ハ
ザードマップの作成方法を提案する研究である。
中筋８）は土砂災害ハザードマップの進捗の遅さに
ついて言及し，その原因は災害履歴が少ないこ
と，発生要因が複雑であること，そして複雑であ
るにも関わらず全国一律に危険区域の設定を行お
うとしたことを指摘している。周ら９）は土砂災害
ハザードマップの高度化の手法提案として数量化
理論の導入を行い，その結果を地図情報として反
映させる研究を行っている。
　これらの研究の成果に加えて，土砂災害におい
て有効な警戒警報システムを検討する研究１０-１３）が
おこなわれている。しかし警戒警報は警報を出す
タイミングの難しさ１４）と，避難勧告に対して住民

が行動をとるとは限らない１５）ことが報告されてお
り，平常時からの防災教育やハザードマップによ
るリテラシーの向上が必要とされる。これに対し
て金井ら１６）は，警戒警報を効果的に運用するため
に，土砂災害における住民主導型の自主避難体制
の確立に向けた取り組みを実施し，住民の態度及
び行動変容を計測している。しかしその効果は一
定期間を経ることで災害に対する認識が低下する
ことも指摘されている。このように，緊急時の土
砂災害における住民のリスク認知と行動の関係性
を分析する研究は報告されている。しかしなが
ら，緊急時の避難行動に加えて，がけ崩れ災害に
対して，既存の施策を活用しつつ，本質的に災害
が起こりにくくする事業を実施することに対し，
住民の意思決定を研究したものは希少である。
　そこで本研究では，がけ崩れ対策を実施するこ
とに対し，リスク認知，リスクベネフィット等の
要因が与える影響を分析し，その関係性を明らか
にすることを目的としている。そのため，第一
に，対象地域での住民が選択し得るがけ崩れ対策
の現状と課題を整理する。第二に，既存研究で得
られているリスク認知のための要因を含む，がけ
崩れ災害におけるリスク認知構造を明らかにす
る。第三に，過去の土砂災害発生件数など土砂災
害に関するリスクと，がけ崩れ対策を講じたとき
にかかる諸問題（コストや手続き的な煩雑さ），そ
してリスクの対価として住民が手にするがけ崩れ
対策の利得情報を提示した上で，住民にアンケー
ト調査を行い，がけ崩れ対策実行に至る意思決定
プロセスをパス解析を用いて明らかにする。

２． 研究方法
２．１　対象地域
　国土交通省・砂防課により取りまとめられた近
年の都道府県別土砂災害発生状況によると３），平
成１７年～２４年までの関東圏内の土砂災害発生件数
では，神奈川県の土砂災害発生件数が突出してい
る。鵜沢・板垣１７）は，その原因を，都市の拡大と
斜面での住宅地開発にあると指摘しており，結果
として土砂災害の危険性が増えたと述べている。
神奈川県の土砂災害記録マップ１１）によると神奈川
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県内でがけ崩れの発生件数の多い場所は，鎌倉
市・川崎市・横須賀市・横浜市である。そこで，
本研究では４市の中から対象地域を横須賀市に設
定した。神奈川県砂防海岸課による横須賀市の災
害発生履歴１８）をみると，記録されている１９７４年～
２００４年までの間に約１１２０件の土砂災害が発生して
いる。このうち，傾斜別に０°～１０°では１７３件
（１６．２％），１０°～２０°では２３８件（２２．７％），２０°～
３０°では３２６件（３０．６％）発生しており，対策事業
の指定範囲外の斜度においてもがけ崩れ災害は発
生していることがわかる。

２．２　がけ崩れ災害の対策と課題抽出
　がけ崩れ対策の事業では，事前対策として災害
の発生を抑制及び緩和する①急傾斜地対策事業，
②既成宅地工事助成金，事前対策と加入し災害後
に金銭的負担を軽減する③火災保険への加入，災
害後の対策として④災害崩落土砂等処理助成金が
挙げられる。それら４つの災害発生時を中心とし
た対策実施時期，事業負担者，住民の負担額，主
要な対象条件，そして課題点をまとめて表１に記
載する。
　まず，災害発生前に行なう対策の急傾斜地対策
事業と既成宅地防災工事等助成金について説明す
る。どちらの制度もがけ崩れ防止の擁壁工事を行
なうための制度であり，急傾斜地対策事業は，
国・県・市が事業負担者となり，申請者側（市民・
民間）の工事負担額がない点が最大のメリットで
ある。その一方で，この事業は工事するがけの傾
斜角度や，工事場所に関わる土地所有者の同意が

必要となっており，その際に生じる土地所有者間
の合意形成や，土地所有者が転居してしまったこ
とで工事が実施できないといった課題がある。
　既成宅地防災工事等助成金は，急傾斜地対策事
業と異なり，工事実施条件が緩く，申請者のみの
同意や傾斜角２０°以上からの申請が可能となって
いる。その反面，既成宅地防災工事等助成金は，
最大でも工事金額の半分（上限５００万）までしか支
給されないことがこの事業の課題となっている。
　次に，災害発生後の対策である災害崩落処理等
助成金及び災害保険について説明する。災害崩落
処理等助成金は，土地所有者のがけ崩れが発生し
た時，その処理のために必要な費用を助成するた
めの制度である。しかし，その助成金額は最大で
１０万円に設定されており，住民にとって十分な補
助になっていないことが課題である。がけ崩れを
補償する保険は，火災保険である。現状では，が
け崩れを補償する際，火災保険にオプションとし
て水災を加える事で，がけ崩れも補償の対象とな
り，保険料の支払い額に応じて被災時の補償額も
変わってくる仕組みとなっている。この災害保険
の課題は，自動車保険などと異なり，大数の法則
が機能しない局所的，突発的な被害になるため，
保険料が高くなることにある。以上の対策を住民
の選択肢とし，今後のがけ崩れリスク認知させた
ときに，どのような意思決定をするか明らかにす
るため，アンケート調査を実施した。

２．３　アンケート調査の枠組み
　がけ崩れ対策において，リスク認知と住民の対
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表１　横須賀市のがけ崩れ対策と概要

災害保険災害崩落処理等
助成金

既成宅地防災
工事等助成金

急傾斜地
対策事業

事前
対策

保険会社住民・市住民・市
（市：最大５００万）国・県・市（４：４：２）事業負担者

火災保険
＋オプション加入工事費－１０万工事費×０．５無し住民

負担額

特に無し傾斜：３０°以上
高さ：２m以上など

傾斜：２０°以上
高さ：２m以上　等

傾斜：３０°以上
高さ：５m以上
戸数：５戸以上

対象
条件

保険料の高さ助成金額と現実の
工事費用のギャップ

助成金額と現実の
工事費用のギャップ

５戸以上の住民の
同意を得る際に
生じる意見調整

課題点
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策行動の関係性を明らかにした研究は少ない。こ
こで対象とするべき自然災害は地震・津波，噴火，
風水害等があげられるが，多々納１９）は，災害リス
クの特徴とマネジメントにおいて，①頻度と認知
リスク，②被害の集合性・局所性が重要であるこ
とを指摘している。前者は，いずれの自然災害リ
スクも，比較的稀にしかおこらないものに対しリ
スクが高めに見積もられ，そうでない場合には低
めに見積もられる傾向があることを意味してい 
る２０）。このため住民の減災行動や居住地選択行動
は，主観的に認知されたリスクに基づいてなされ
ており，客観的なリスク評価に基づいた都市計画
の正当性を指摘している１９）。後者については，災
害対策において地域間の連携の重要さを指摘して
いる。このことから，住民のリスクと認知のメカ
ニズムを引用するものとして，災害の同質性から
水害リスクへの認知について分析した研究を引用
し，調査の枠組みを構築した。リスク認知と対策
行動という点において，風水害に分類される洪水
（水害リスク）と土砂災害（崖崩れ，土砂災害，土
石流）は，地震・津波，噴火災害と比較すると，
ともに降雨現象に起因しており，同地域で発生し
やすいため，住民のリスク認知と行動の観点で同
程度のリスクであると想定できる。そこで本研究
では，主に水害対策に対する住民のリスク認知と
行動調査で得られた成果に基づいて，がけ崩れ災
害の調査の枠組みを構築することにした。
　水害リスク認知に着目した論文として，加賀
屋・山本２１）は，水害情報の提供よりも水害経験の
有無がリスク認知に影響を与えると指摘した。そ
の一方で，酒井ら２２），坪井・荻原２３）は，都市の水
害リスクについて着目し，リスク認知のための適
切な情報提供が必要だと指摘し，加えて災害弱者
の有無や居住年数がリスク認知に影響していると
も述べている。また，山浦ら２４）は近年のハード的
な対策とソフト的な対策，両方を踏まえ流域住民
の水害リスク認知に与える影響を調べた。その結
果，ソフト的な対策よりもハード的な対策がリス
ク認知に影響を与えていると指摘した。水害リス
ク認知に関わる要因として，元吉ら２５）はリスク受
容について研究し，ゼロリスク意識は水害リスク

受容にマイナスの影響を与えることを裏付けると
ともに，ゼロリスク意識以外の要因として自己責
任，行政の信頼，一般的リスク受容も水害リスク
受容に影響を与えていると結論付けている。これ
らの研究により，水害のリスク認知には，①浸水
経験，②ゼロリスク認知，③居住年数，④河川と
の位置関係，⑤治水施設整備等が挙げられる。
　一方でリスク認知と行動に着目した論文とし
て，細井ら２６）は，水害経験者の方が行政への要望
や自助に当たる行動をしている割合が多いと述べ
ている。その結果などを踏まえ，山田・柄谷２７）は，
水害リスクを受容している人は共助の対策を重視
し，水害リスクを受容していない人は，公助の対
策を重視していると結論づけた。福囿２８）も，山
田・柄谷２７）と同様，住民の水害対策行動は水害リ
スク認知から行われるのではなく，水害の関心が
行動に結びつくことを示唆した。その他に，元吉
ら２９）は避難訓練などの地域防災へ参加する要因を
コスト認知，ベネフィット認知，主観的規範，水
害への関心・興味から調べ，コスト認知が最も強
い関連を示すことを明らかにした。その後，元吉
ら３０）は自然災害全般を対象として地域防災だけで
なく防災用品の調達などの家庭防災を両者の行動
意図に関連する要因を検討した。その結果，家庭
防災意図には地域防災意図と異なりコスト認知が
影響を与えないことを明らかにした。
　分析手法の観点では，住民の意思決定要因を明
らかにした共分散構造分析を用いた先行研究は，
上市ら３１，３２），福囿２８），元吉ら２９，３０）が代表的である。
しかし，山田ら２７）は，共分散構造分析と分析手法
が異なり，クラメールの連関係数を用いて意思決
定要因の関係性を確認していた。また，元吉ら３０）

は，２つの意図を重回帰分析によって確認してい
た。本研究では，住民の意思決定までの至る各要
因と，その属性の関連の強さを明らかにすること
を目的としているため，福囿２８），元吉２９）上市 
ら３１，３２）の先行研究を参考にすることにした。
　その結果，作成した仮説が図１である。仮説の
大枠は上市ら２２）を参考にした。そして，元吉ら２０）

を参考にリスク受容にかかわる要因として結論付
けられていた，行政への信頼，ゼロリスク意識に
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かかわる観測変数を設けリスク受容と定義した。
観測変数に係る質問は，基本的に４段階の間隔尺
度で作成し，人の属性に関する項目は，水害リス
ク認知にかかわる先行研究を参考に１０項目設け
た。観測変数，個人の属性以外の質問として，取
捨選択したがけ崩れ対策の中で，優先順位をつけ
る項目を作成した。表２に個人属性の質問項目及
び，先行研究を踏まえて作成した質問項目を記載
する。
　先行研究の中で，局所的豪雨の増加のような，
“今後起こりうるリスク”を提示し，そのリスク認
知に基づいて意思決定を分析する論文は見当たら
ない。また，上市２３）が分類していた損失的状況に
当てはまる自然災害において，利得に関わる情報
を含めた意思決定を分析する論文は，元吉ら２０，２１）

の研究があるが，がけ崩れを対象としていない。
さらに，住民の選択する防災対策も家庭防災と地
域防災にあたり，ソフト的な対策にとどまってい
る。そこで，本研究は上記の点に留意した情報提
示をアンケート用紙内に盛り込み，意思決定の要
因を抽出することにした。
　アンケート用紙内に盛り込むリスクの情報は，
工事等でかかる自己負担額とその事業を行うとき
に生じる時間，阻害要因，実施条件，そしてがけ
崩れの発生頻度と定義した。例えば，急傾斜地対
策事業の場合，自己負担額は行政負担のため無料
であるが，５戸以上の住民の同意や申請から工事
が終わるまでにかかる期間を表示することで損失
を表した。発生確率は，不確かな情報を提示する
と，プロスペクト理論に基づく自然災害のよう
に，通常より発生確率より高く見積もる可能性が
ある。そのため，正確な発生確率の提供が求めら
れるが，本研究に最も応用可能と考えられる三隅
ら７）の土砂災害発生評価手法でも，７２時間，１．５

３７９

図１　仮説として作成したパス図

表２　アンケートの概要

アンケート内容
年齢，居住形態，家屋形式，居住年数，世帯者
数，災害弱者の有無，世帯所得，被災経験，崖
崩れ対策への認知，対策を実施した経験の有無
（全１０項目）

①個人属
性

情緒的であるか神経質であるかX１
②パーソ
ナリティ

感情的であるか理性的であるかX２
物事への興味関心の強弱X３
発想力に富んだ人物であるかどうかX４
これまで行っている防災対策の数（ハザー
ドマップの確認，防災訓練の参加，自治
会・町内会にて防災対策会議への参加，非
常食の常備，家具や機器の転倒防止）

X５
③関心度

メディアからの災害関連情報取得（土砂災
害の報道に対する当事者意識）X６

ゼロリスク志向（急傾斜地対策事業等の壁
面工事よって土砂災害のない社会が実現
できると思うかどうか）

X７

④リスク
受容

リスク受容（崖崩れは自然災害であるから
ある程度受け入れざるを得ないと考える
か）

X８

行政の信頼（横須賀市は土砂災害の被害地
域に対する情報開示を全て行っていると
感じるかどうか）

X９

行政への信頼（横須賀市が行っている急傾
斜地対策事業や崖崩れ対策に対して満足
しているかどうか）

X１０

水害に対する不安感（降雨の際に水害が起
こるのではないかと不安になるかどうか）X１１

⑤回避意
識 がけ崩れに対する心配（崖崩れのことを考

えると不安になるかどうか）X１２

自宅の傾斜角度と崖崩れの危険性X１３

⑥リスク
認知

がけ崩れの危険性（過去の崖崩れ時の時間
当たりの降水量をみて崖崩れの危険性を
どのように感じるか）

X１４

近所のがけ崩れ対策の満足度（自宅と崖か
らの距離を地図上で確認し危険だと感じ
るかどうか）

X１５

未来のリスクを踏まえたがけ崩れ対策満
足度（今後の５０年～１００年後の降水量の予
測をみて現在の崖崩れ対策に満足するか）

X１６

未来のリスクを踏まえたがけ崩れの危険
性（今後の５０年～１００年後の降水量の予測
をみて崖崩れの危険性をどのように判断
するか）

X１７

４つの対策（住居の移転，急傾斜地対策事業，既
成宅地防災工事助成金，災害保険への加入）の優
先順位付け

⑦対策優
先度

第一希望の対策実施における面倒さ（対策
を実施する際に煩雑さを感じるか）X１９

⑧コスト
認知 第一希望の対策実施への金銭的負担（対策

の実施コストは負担であると感じるか）X２０

第一希望の対策実施された時の満足度（優
先度の高かった対策への十分度，満足度）X２１

⑨回避行
動 第一希望の対策の実行意思（優先度の高

かった対策の実行意思）X２２
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時間の実効降雨量が必要となる。しかし，将来の
降雨量予測において，そこまで正確な降雨量を算
出したデータはない。そこで，本研究では事実に
基づく情報を提示することで，回答者が少しでも
正確にリスク認知してもらうよう配慮した。
　事実に基づく情報として，”神奈川県土砂災害き
ろくマップ”にある過去の土砂災害の発生記録か
ら，アンケート調査で提示する情報を抽出し
た。 そして，GISを用いてアンケート調査地区
ごとにマッピングした。さらに，住民の近隣にあ
るがけの高さを正確に分析し情報として提示する
ため，国土地理院から取得した地図情報のもと，
傾斜角度１０度から３０度までを色分けして表示し
た。次に，神奈川県砂防海岸課・急傾斜地グルー
プから入手したデータを基に，アンケート調査地
区の日降雨量と土砂災害発生件数の関係，時間降
雨量と土砂災害発生件数の関係を棒グラフで表示
した。以上が過去の事実に基づく発生確率の情報
である。
　近未来のがけ崩れ発生リスクに関する情報は，
気候変動情報データベースにある降雨量データと
過去の土砂災害の発生記録を住民に提示すること
で，リスクの程度を住民に認知させた。気候変動
情報データベースの情報は，約８０km四方単位で
整理したもので，そのデータベースに収録された
横須賀市の月平均降雨量データを引用した。
　最後に，がけ崩れ対策の利得情報は，がけ崩れ
発生確率の軽減，もしくは災害時の金銭的リター
ンと定義した。ただ，ハード的ながけ崩れ対策
は，その実施によって生じる具体的ながけ崩れの
発生確率の軽減率がどれほどなのか，定量的にわ
からなかったため，“がけ崩れ発生の軽減”という
表現にとどめた。災害保険の利得は，補償金額の
支払い方法を基に作成した。

２．４　アンケート配布地域
　アンケート調査は，横須賀市内の５つの町内会
を対象に行った。アンケートの配布方法は，各町
内会のアンケート用紙と返信用封筒を町内会代表
者に送付し，町内会の配布物と同時に配布した。
回収方法は，郵送方式およびインターネット回答

にした。各町内会の世帯数は，南郷親和会が４８０
世帯。東佐野町内会が９００世帯，粟田２丁目町内
会が７５０世帯，荒巻町内会が７５０世帯。二葉２丁目
町内会が１０００世帯の合計，３８８０世帯である。
　３８８０世帯に配布に対して有効回答数は６６３票（回
答率１７．１％）であり，属性が未記入であるが観測
変数に関する項目にすべて記入した回答数は７２５
票（回答率１８．７％）だった。そこで，本研究では，
横須賀市全体の意思決定モデルを考える際は，後
者７２５票を使用し，所得別の意思決定モデルを考
える際は前者６６３票を使用した。

２．５　解析方法
　本研究では，ヒアリング等により明確になった
各がけ崩れ対策の課題から，対策費用が重要だと
考えた。そのため，所得者別にがけ崩れ対策へ意
思決定モデルを明らかにすることにした。具体的
には，属性分析で質問した世帯所得から平均所得
を算出し，平均所得未満と平均所得以上を分け，
それぞれの意思決定モデルを明らかにした。ま
た，属性に関わらず，回答者全体の意思決定モデ
ルも明らかにした。アンケートの分析は，IBMが
提供しているSPSS Amosを用いた。

３． 結果
３．１　属性分析
　６６３票のアンケートから１世帯当たりの平均所
得を算出したところ約４２０万になった。そこで，
平均所得未満を回答項目の所得，２００万未満，及
び２００万以上～４００万未満と定義し，平均所得以上
を４００万以上の回答者とした。表３～５が平均所
得別の年代，被災経験，災害弱者の有無である。
表３を見るとわかるように平均所得以上の回答者
は，３０代４０代の割合が高く，総じて若い世代であ
ることが見てとれた。また，被災経験，災害弱者
の有無は平均所得の違いによって，回答の割合に
変化がないことがわかった。
　次に質問項目で設けた現状のがけ崩れ対策の優
先順位とその実行意思率について記載する。がけ
崩れ対策の優先順位は，各がけ崩れ対策の損得に
ついて，また今後のがけ崩れのリスクについて説

３８０ 
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明した上で，第１希望から第４希望まで回答を得
た。そして，実行意思率は第１希望にチェックし
たがけ崩れ対策を実行したいか否か５段階評価で
質問し，全体の母数に対して上位２つを選んだ回
答者の割合を記載している。図２～４の優先順位
第１位を見るとわかるようにどの属性に対しても
急傾斜地対策事業の割合が最も多かった。そし
て，既成宅地防災工事等助成金が最も低かった。
一方，住居の移転と災害保険は，平均所得未満の
回答者のみ災害保険が２番目に多い割合になり，
３番目が住居の移転となった。表６を見ると，ど
の属性においても災害保険の割合が最も高く，優
先順位で最も割合の多かった急傾斜地対策事業

は，３番目，４番目に位置していた。

３．２　因子分析
　観測変数にあたる，２０項目に対して，探索的因
子分析（主因子法，プロマックス回転）を行い解
釈の可能性から６因子（リスク認知，回避意識，
リスク受容，開放性，情緒性，コストを踏まえた
回避意思）を抽出した。その結果を表７～表９に
まとめている。第１因子は，どの属性の分析にお

３８１

表３　平均所得別の年代

平均所得以上
人数（割合）

平均所得未満
人数（割合）年代

  １（０．３％）   １（０．３％）２０代
３７（１３％） １６（４％）３０代
６２（２３％） ３１（８％）４０代
７９（２９％） ３７（１０％）５０代
５３（１９％）１３８（３６％）６０代
３６（１３％）１２３（３２％）７０代
 ８（３％） ４０（１０％）８０代
 ０（０％）   １（０．３％）その他
２７６（１００％） ３８７（１００％）合計

表４　平均所得別の被災経験

平均所得以上
人数（割合）

平均所得未満
人数（割合）被災経験

 ９（３％）２３（６％）被災経験及びがけ崩れを
見たことがある

１６（６％）２２（６％）被災経験がある
２０７（７６％） ２７４（７２％） がけ崩れを見たことがある
４２（１５％）６２（１６％）どちらもない
２７４（１００％）３８１（１００％）合計

表５　平均所得別の災害弱者の有無

平均所得以上
人数（割合）

平均所得未満
人数（割合）災害弱者の有無

６５（２３％）９４（２４％）災害弱者がいる
２０８（７６％） ２９０（７６％） 災害弱者がいない
 ２（１％） ０（０％）その他
２７５（１００％）３８４（１００％）合計

図２　回答者全体の崖崩れ対策の優先順位

図３　平均所得未満のがけ崩れ対策の優先順位

図４　平均所得以上のがけ崩れ対策の優先順位
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いても仮説時に“リスク認知”と定義した質問項
目が抽出できたので，仮説通り“リスク認知”と
定義した。第２因子は，全体と所得の低い属性に
おいて，仮説通りの質問項目を使用した“回避意
識”が抽出できたので，仮説通り“回避意識”と
定義した。所得の高い属性の第２因子は，仮説時
に“開放性”と定義した質問項目を抽出できたの
で，仮説通り“開放性”と定義した。同様の過程
をすべての属性に対して第６因子まで行ったのだ
が，それぞれの属性の第３因子と，全体・所得の
高い属性の第６因子，所得の低い属性の第４因子

は仮説と異なる質問項目を抽出したため，潜在変
数の名称を再定義した。全体と所得の低い属性の
第３因子は，元吉ら１６）の研究より質問項目を設定
した“リスク受容”を規定する“行政の信頼”に
関する項目だっため“リスク受容（行政の信頼）”と
再定義した。一方，所得の高い属性の第３因子
は，元吉ら１６）の研究より質問項目を設定した“リ
スク受容”を規定する“ゼロリスク”と“リスク
受容”の項目だったため“リスク受容（ゼロリス
ク）”と再定義した。そして，全体・所得の高い属
性の第６因子，所得の低い属性の第４因子はコス
ト認知に関する項目と対策行動に関する質問項目
を抽出したため，“コストを踏まえた対策意思”と
再定義した。
　なお，本研究では，意思決定に至るパス図を明
らかにしたいため因子負荷量が低下しても実行意
思の質問項目を含めている。

３．３　パス解析
　探索的因子分析によって抽出した因子を用い

３８２ 

表６　各対策の実行意思率（％）

災害保険
既成宅地
防災工事
等助成金

急傾斜地
対策事業

住居の
移転属性

６５．９４９．２５４．１５７．０全体

６９．４４２．９５３．８５７．６平均所得
未満

６２．３５８．３５４．５５６．１平均所得
以上

表７　回答者全体の探索的因子分析（反復主因子法・プロマックス回転）

ⅥⅤⅣⅢⅡⅠ
＜リスク認知＞

－．０１１．００１－．０４９．０６４．１９５．５６７X１４
．０４６－．０１３．００８－．０４５－．０６１．８４１X１５
．００６．００２．０４０－．０５０－．１５９．９０６X１６
－．０１０－．０２５－．０２４．０６７．２２３．５６６X１７

＜回避意識＞
．０６５－．０１２．０１３－．０９０．５５０－．０２０X１１
．０１４．０４１．０４４－．０１５．７６７．０２２X１２

＜リスク受容（行政の信頼）＞
．００８．０１３－．０２０．８１３－．０３２．０８２X９
．０２６－．０１６．０５１．５６１－．０８１－．１４８X１０

＜開放性＞
－．０５３．１１０．６８９．００９－．００６．０４９X３
．０４５－．１２４．６１７．００８．０７２－．０５７X４

＜情緒性＞
．０２５．５０５－．１７６．０１２．０８２－．０５０X１
．０１６．７５８．１１２－．００６－．０３１．００６X２

＜コストを踏まえた回避意思＞
．７０７－．０５０．０２９．０３５．１１２．０２５X１９
．４０１．１１５－．０５６．０２０．００５．０５６X２０
．３６９．０１６－．００２－．０６２－．２７１－．０８９X２２
－．０２１．０７４．１３２－．２７７．５２６因子間相関　Ⅰ
－．１４４．１０７．０８３－．０５４Ⅱ
－．１４３－．２０２．０３７Ⅲ
－．２１４－．２０８Ⅳ
．１２７Ⅴ

Ⅵ
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表８　平均所得未満の探索的因子分析（反復主因子法・プロマックス回転）

ⅥⅤⅣⅢⅡⅠ
＜リスク認知＞

－．００３－．０４６．０２３．０５７．１７４．５４９X１４
－．０１２．０１９．００４－．０２５－．０５４．８１１X１５
－．００２．０２１．０２０－．０６３－．１４５．８７１X１６
－．００１－．０２０．００１．０９２．２３８．４９３X１７

＜回避意識＞
．０１６－．０２５．０６９－．１０３．５４６．００７X１１
．０３３．０３４．０３１．００１．７８３－．００７X１２

＜リスク受容（行政の信頼）＞
．０３９－．００８．００９．８５４－．０３４．０８４X９
－．０５３．０６２－．００２．４７２－．０７１－．１６４X１０

＜コストを踏まえた回避意思＞
－．０３８．０８７．７８６．００１．０６３．０１９X１９
．０２８－．０８２．４８３．０１０．０３１．０４２X２０
．０７７－．０８３．３２６－．００４－．３２３－．１０６X２２

＜開放性＞
．０８６．６７８－．０６６－．００４－．０１７．０４１X３
－．０８７．６３５．０６９．０３９．０４６－．０４９X４

＜情緒性＞
．５１３－．１８６．０００．０６７．０８７－．０２３X１
．７８３．１２４．０００－．０３７－．０２７．０００X２
．１２１．１５３－．０４４－．２９３．５２９因子間相関　Ⅰ
．２１７．１３１－．１５１－．１３３Ⅱ
－．２４２．０２１－．００２Ⅲ
．０３１－．２００Ⅳ
－．１８６Ⅴ

Ⅵ

表９　平均所得以上の探索的因子分析（反復主因子法・プロマックス回転）

ⅥⅤⅣⅢⅡⅠ
＜リスク認知＞

－．１３２．０５４．１０２－．０１４－．０５１．６５５X１４
．１４２－．０１６－．０９６．０８４－．０２０．９１６X１５
．０４２－．０２２－．１０４－．００５．０５８．９３６X１６
－．１２５－．００５．２００－．１１３－．０１４．６７４X１７

＜開放性＞
－．０８９．１２１－．０１８－．００３．７０３．０３１X３
．０７６－．１１７．０９６－．０５０．６５５－．０４６X４

＜リスク受容（ゼロリスク）＞
－．０４３．０２４．０２３．７２２－．０１３－．０６６X７
－．０１７．０４０．０２４－．５６４．０３７－．０５１X８

＜回避意識＞
．０８２－．０８０．６１５－．０７２．００５－．０１６X１１
．０２０．０５７．６６７．１５１．０８７．０８１X１２

＜情緒性＞
．０１６．６００．０９１－．０９３－．１３０－．０４４X１
－．００２．６３３－．１３４．０６２．１１４．０２５X２

＜コストを踏まえた回避意思＞
．５９８．０１６．１９８－．００７－．０６８．０１９X１９
．２１６．２９６．００４－．０１９－．００２．０２５X２０
．４０５．０６４－．１３８－．０２６．０６８－．０６０X２２
－．０７７．０７８．５４３．２６７．１４６因子間相関　Ⅰ
－．１６７－．３３４．０８１．１１２Ⅱ
－．３８４－．０９１．３７５Ⅲ
－．２２７．０７１Ⅳ
．１４８Ⅴ

Ⅵ
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て，因子間の確認的因子分析を行った。その結
果，得られたそれぞれの属性のパス図を図５～７
に記載する。

３．３．１　回答者全体
　７２５票を用いた全体のパス図の主な適応度指数
は，GFI＝０．９３９（＞０．９００），AGFI＝０．９１０（＞
０．９００），CFI＝０．８９２（＜０．９００），RMSEA＝０．０６５
（＞０．０５）と比較的高いことを示しており，モデル
が妥当であることが示されたといえる。潜在変数
間のパス係数は，１変量ワルド検定によって基本
的に有意であったが，開放性から回避意識へと繋
がるパスのみ５．５％とわずかに有意水準を超えて
いた。しかし①有意水準の超えた数値が０．５％と
わずかであること②モデルの適応度の指標である
GFI，AGFI，CFIにおいて図の適応度が高いと示
されたことから，開放性から回避意識のパス係数
を残すことにした。
　回避意識からリスク認知へのパス係数は０．４４
と，潜在変数間のパス係数において最も高い値を
示した。回避意識の観測変数に当たるX１１とX１２
はがけ崩れ，水害への恐怖感や不安感に関する項

目である。つまり，恐怖感や不安感が強い人ほど
がけ崩れの危険性を認知することが示された。次
に潜在変数間のパス係数が高かった個所は，回避
意識からコストを踏まえた回避意思だった。この
パス係数は－０．３４であり，リスク受容（行政の信
頼）から回避意識へのパス係数が－０．１９であるこ
とも踏まえると，行政への信頼が高い人ほどコス
トを踏まえ回避意思に繋がることが示された。次
に潜在変数間のパス係数が高かった個所は，リス
ク受容（行政の信頼）からリスク認知だった。こ
のパス係数は－０．２８である。リスク受容（行政の
信頼）の観測変数に当たるX９とX１０は，行政の情
報開示に対する信頼と，行政が行っているハード
的・ソフト的な対策への満足度である。つまり，
各行政が関わる対策に対して信頼している人であ
るほど，がけ崩れの危険を認知しないことが示さ
れた。

３．３．２　平均所得未満
　平均所得未満のパス図の主な適応度指数は，
GFI＝０．９３３（＞０．９００），AGFI＝０．９０３（＞０．９００），
CFI＝０．８９１（＜０．９００），RMSEA＝０．０６１（＞０．０５）

３８４ 

図５　回答者全体の意思決定に至るパス図
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図６　平均所得未満の意思決定に至るパス図

図７　平均所得以上の意思決定に至るパス図
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と全体のパス図同様，比較的高いことが示された
ことから，モデルが妥当であることが示されたと
いえる。潜在変数間のパス係数は，１変量ワルド
検定によってすべて有意であった。
　平均所得未満のパス係数は，全体と同様，回避
意識からリスク認知，回避意識からコストを踏ま
えた回避意思の順に高かった。それぞれのパス係
数は，前者が０．４９，後者が－０．４４である。次に潜
在変数間のパス係数が高かった個所は，情緒性か
らリスク受容（行政の信頼）だった。このパス係
数は－０．２６である。情緒性に関する観測変数は，
X１とX２に当たり，回答者が神経質であるか，感
情的かどうかを判断している。つまり，神経質・
感情的である人ほど，行政の信頼が薄いと分かっ
た。

３．３．３　平均所得以上
　平均所得以上のパス図の主な適応度指数は，
GFI＝０.９２５（＞０．９００），AGFI＝０．８９４（＜０．９００），
CFI＝０．９１８（＞０．９００），RMSEA＝０．０６０（＞０．０５）
と比較的高いことが示されたから，このパス図も
モデルの妥当性が示されたといえる。潜在変数間
のパス係数は，１変量ワルド検定によって基本的
に有意であったが，開放性から回避意識へと繋が
るパスのみ５．５％とわずかに有意水準を超えてい
た。しかし，①有意水準を超えた数値が０．５％と
わずかであること②平均所得未満のパス図と潜在
変数が同じになり，より効果的な比較ができるこ
と③モデルの適応度も比較的高いことから，開放
性から回避意識のパス係数を残すことにした。
　平均所得以上のパス係数は，全体・平均所得未
満と同様，回避意識からリスク認知へのパス係数
が最も高くなったものの，因果構造は全体的に異
なる結果となった。主要な違いとしては，①リス
ク受容の潜在変数は行政の信頼に関する観測変数
ではなく，ゼロリスクに関する観測変数で規定さ
れていること②回避意識からコストを踏まえた回
避意思へのパス係数が存在しないこと③コストを
踏まえた回避意思を規定する観測変数，X１９，
X２０，X２２のパス係数が挙げられる。
　最も高い回避意識からリスク認知へのパス係数

は０．５３である。次に，潜在変数間のパス係数が高
い箇所は情緒性からコストを踏まえた回避意思で
あり，そのパス係数は０．４４であった。つまり，神
経質・感情的な人であるほど，金銭的・時間的負
担を考慮しながらもがけ崩れ対策行動を示すこと
が明らかになった。その次にパス係数が高い２つ
は，いずれもリスク受容（ゼロリスク）を起点に
したパス係数である。回避意識へ向かうパス係数
は，０．４３，コストを踏めた回避意思へ向かうパス
係数は，－０．４１だった。リスク受容（ゼロリスク）
の観測変数X７，X８はがけ崩れへのゼロリスク志
向の項目とリスク受容の項目であり，後者の項目
は負の値になっている。つまり，パス係数は，
ハード的ながけ崩れ対策を望み，リスク受容の考
えが薄い人ほど，回避意識が強く働くことを示し
た。一方，コストを含めた回避意識へ向かうパス
係数は，ハード的ながけ崩れ対策を望み，リスク
受容の考えが薄い人ほど，外部依存し自発的に対
策を講じないことを示した。３．２の因子分析およ
び３．３のパス解析によって得られた因子とその代
表的な関係性を表１０にまとめて示している。

４． まとめ
　本研究は，がけ崩れ災害の発生頻度の多い神奈
川県横須賀市を対象に，住民が選択し得るがけ崩
れ対策の現状と課題を洗い出した。そして，住民
がどのような要因に基づきがけ崩れ対策を実行す
るのかリスク認知の観点から考察した。その結果
をまとめると以下の通りである。

（１） 所得の多少にかかわらず，対策の中で最も
実施したいと考える対策は急傾斜地対策事業
であるが，実施可能性の高い対策は災害保険
への加入であることが明らかになった。急傾
斜地対策事業の実施阻害要因には「５戸以上
の住民の同意を得る際に生じる意見調整」で
あることが確認された。煩雑な合意形成を必
要とする事業に対して，個人としての対策が
可能である災害保険への加入に最も高い実行
可能性が示されたと考えられる。

（２） パス解析において，情緒性や開放性等の個

３８６ 
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人の性格に依存せず，回避行動を促進するた
めの方策は，リスク受容とコストを踏まえた
回避意思を，結び付けることである。住民全
体（回答者全体），平均所得未満をみれば，リ
スク受容は行政に対する信頼を意味してお
り，行政での対策が進み住民に認知されるほ
ど，土砂崩れ災害への回避意識は低下し（負
の因果関係），逆にコストを踏まえた回避意
識は高まる（正の因果関係）になることが明
らかにされた。一方で平均所得以上の住民に
おいては，リスク受容はゼロリスクを意味し
ており，コストを踏まえた回避意思とは負の

因果関係となることから，ゼロリスク認知が
進行すれば回避意思は低下することが確認さ
れた。

（３） リスク認知について，今回の調査ではリス
ク認知（崖崩れの危険性の認知）は，回避意
識やリスク受容に影響されてていることが明
らかにされたが，対策行動を直接的に喚起す
る要因ではないことが明らかにされた。

（４） がけ崩れ災害に対する対策行動を促進する
ためには，急傾斜地対策事業のような住民の
要望の高い事業を引き続き実施することであ
るが，計画対象地域であっても事業を実施で

３８７

表１０　因子分析及びパス解析によってえられた結果まとめ

「パス解析」で確認された因子同士の主な関係性「主因子分析」で抽出された主な因子
質問項目主な因子

１．回避意識→リスク認知（０．４４）
回避意識［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対する心配
（X１２）］がリスク認知［近所のがけ崩れの危険性（X１４），近所の
がけ崩れ対策の満足度（X１５）近未来のリスクを踏まえたがけ崩
れ対策の満足度（X１６），近未来のリスクを踏まえた近所のがけ
崩れの危険性（X１７）］つながる。
２．回避意識→コストを踏まえた回避意思（－０．３４）
回避意思［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対する心配
（X１２）］が低いほど，コストを踏まえた回避意思［第一希望の対
策実施における面倒さ（X１９）第一希望の対策実施における金銭
的負担（X２０），第一希望の対策の実行意思（X２２）］につながる。
３．リスク受容（行政の信頼）→リスク認知（－０．２８）
リスク受容［行政の信頼（X９，１０）］が高いほど、リスク認知（X１４
～X１７）につながらない。

X１４，X１５，X１６，X１７Ⅰ．リスク認知全体

X１１，X１２Ⅱ．回避意識

X９，X１０Ⅲ．リスク受容（行政
への信頼）

X３，X４Ⅳ．開放性

X１，X２Ⅴ．情緒性

X１９，X２０，X２２Ⅵ．コストを踏まえた
回避意思

１．回避意識→リスク認知（０．４９）
回避意識［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対する心配
（X１２）］が、リスク認知［近所のがけ崩れの危険性（X１４），近所
のがけ崩れ対策の満足度（X１５）近未来のリスクを踏まえたがけ
崩れ対策の満足度（X１６），近未来のリスクを踏まえた近所のが
け崩れの危険性（X１７）］つながる。
２．回避意識→コストを踏まえた回避意思（－０．４４）
回避意識［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対する心配
（X１２）］が低いほど、コストを踏まえた回避意思［第一希望の対
策実施における面倒さ（X１９），第一希望の対策実施における金
銭的負担（X２０），第一希望の対策の実行意思（X２２）］につなが
る。
３．リスク受容（行政への信頼）→リスク認知（－０．２５）
４．リスク受容（行政への信頼）→回避意識（－０．４４）

X１４，X１５，X１６，X１７Ⅰ．リスク認知平均所得未満
の傾向

X１１，X１２Ⅱ．回避意識

X９，X１０Ⅲ．リスク受容（行政
への信頼）

X１９，X２０，X２２Ⅳ．コストを踏まえた
回避意思

X１，X２Ⅴ．情緒性

X３，X４Ⅵ．開放性

１．回避意思→リスク認知（０．５３）
回避意識［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対する心配
（X１２）］が、リスク認知［近所のがけ崩れの危険性（X１４），近所
のがけ崩れ対策の満足度（X１５）近未来のリスクを踏まえたがけ
崩れ対策の満足度（X１６），近未来のリスクを踏まえた近所のが
け崩れの危険性（X１７）］つながる。
２．情緒性→コストを踏まえた回避意思（０．４４）
３．リスク受容（ゼロリスク認知）→回避意識（０．４３）
リスク受容［ゼロリスク志向（X７），リスク受容（X８）］が高ま
ることは，回避意識［水害に対する不安感（X１１），崖崩れに対
する心配（X１２）］を高めることにつながる。
４．リスク受容（ゼロリスク認知）→コストを踏まえた回避意思
（－０．４３）
リスク受容［ゼロリスク志向（X７），リスク受容（X８）］が高ま
ることはコストを踏まえた回避意思にはつながらない。

X１４，X１５，X１６，X１７Ⅰ．リスク認知平均所得以上
の傾向

X３，X４Ⅱ．開放性

X７，X８Ⅲ．リスク受容（ゼロ
リスク）

X１１，X１２Ⅳ．回避意識

X１，X２Ⅴ．情緒性

X１９，X２０，X２２Ⅵ．コストを踏まえた
回避意思
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きない場合，その点を住民に情報開示するこ
とでリスクの程度を受容させ回避意識を向上
させるとともに，個々の住民の対策を引き出
すことが有効であると考えられる。

（５） これらの結果から，所得による因子間の関
係性の違いを考慮したがけ崩れ災害対策を提
案する。表３より平均所得未満の世帯は，６０
代以上の退職した世代が全体の７８．３％を占
め，簡単にいえば高齢者世帯が多い傾向があ
る。

　平均所得未満と平均所得以上のグループを比較
すると，いずれのグループでも急傾斜地対策事業
を第一に必要とする事業として挙げている。所得
の低いグループでは「住居の移転」に対する選好
性が低く（２０．７％），逆に災害保険に対する選好性
が高くなる（２２．１％）（図２，図３）。所得の高い
グループでは住居の移転の割合が高くなり
（２５．８％），災害保険の割合が低下する（１６．１％）。
しかし施策の実行意思を調査した結果では（表
６），所得の低いグループで住居の移転の実行意
思が高くなり，所得の高いグループでは，既成宅
地防災工事助成金の高い実行意思が見られた。
　所得の低いグループでは，行政の事業を利用す
るのよりも，災害保険や住居の移転等の自主的な
対策に対する実行意思が高いことが示されたこと
になる。急傾斜地対策事業を実施するべきである
と考えているが，住民が主体となって５戸以上の
同意を得なければならい煩雑さ等の課題を考慮す
ると，個人的に対策をすすめたほうが有効である
と考えている傾向が明らかになった。
　また所得が低いグループのパス解析により（図
６，表１０），行政が提供する情報や事業への信頼
が高まるほど，回避意識は低下することが分かっ
ている。このことから，所得の低いグループで
は，リスクは認知しているものの，行政の持つ事
業に対する期待感は低く，別の方法で対策を立て
ようとしていることがわかる。対策として高齢者
が多く所得の低い層では，急傾斜地対策事業にお
ける行政の合意調整補助が有効に機能すると考え
られる。また合意が得られにくい地域では，住居
移転の意思も高いことから代替地（平坦な土地）

への移転を促進する補助制度も有効であると考え
られる。いずれの対策も難しい場合は民間の保険
事業をすすめることが対策となる。
　一方で，平均所得が高い層は，４０代～６０代を中
心とする比較的若い住民である。そのため支払い
額の高い既成宅地防災工事助成金についても希望
（図４），実行意思（表６）ともに高い傾向が示さ
れた。平均所得が高いグループでは，災害保険へ
の加入促進に加え，行政が半額補助する既成宅地
防災工事助成金を推進することが有効であると考
えられるが，同時にこのグループではゼロリスク
認知とコストを踏まえた回避意思に逆相関の関係
がみられることから，各種の対策が進行すること
で回避意思（対策の実行意思）が低下する恐れが
ある。よって，いずれの対策も災害リスクを完全
に防ぐわけではなく，緩和するものであると認知
させる啓発活動を合わせて行うことが有効であ
る。
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